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Consideration of the constitution of the concrete realization method 
of the right to live 







In modern society, poverty is becoming a big social problem. It is the same in Japan. In Japan, it is expected 
that poverty will continue to increase. Therefore, the importance of living rights in the Constitution increases 
more and more. In this thesis, I will consider ways to strengthen living rights. In particular, I discuss basic 











2等分する境界値）は 428 万円であり、 平均所得金額（545 万 8 千円）以下の割合は 3分の 2近く
になっている。また、相対的貧困率は 15.6％、子どもの貧困率は 13.9％であり、国民の 7人に 1人が
貧困の状態にある（１）。特にひとり親世帯の貧困率は 5 割を超え、母子世帯の 8 割以上が「生活が苦
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しい」と回答し、4割近くの世帯は「貯蓄なし」と回答している。経済協力開発機構（OECD）の 2014



















2. 生存権をめぐる憲法解釈論 ― 典型的な論点 
 
生存権についての論点としては、もっとも有名で典型的な①法的性質論を始めとして、②「健康で








そもそも自由権の代表たる表現の自由（憲法 21 条 1 項）の議論においては、そこから、集会の自
由、結社の自由、言論の自由、出版の自由、知る権利、報道の自由、取材の自由、アクセス権・反論
権、デモ行進の自由、政治活動の自由、選挙運動の自由、差別的表現の自由、営利広告の自由、性的
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2.3. 憲法 25条 1項と 2項との関係 
両者を一体的に考える見解（1項・2項一体論）と、分離して考える見解（1項・2項分離論）があ
り、判例・学説上、争点となっている。この点、堀木訴訟・控訴審判決（大阪高裁 1975［昭和 50］年























































































































































































生存権をめぐる典型的な判例としては、食料管理法違反事件（最高裁 1948［昭和 23］年 9月 29日
大法廷判決）、朝日訴訟（最高裁 1967［昭和 42］年 5月 24日大法廷判決）、堀木訴訟（最高裁 1982［昭
和 57］年 7月 7日大法廷判決）、塩見訴訟（最高裁 1989［平成元］年 3月 2日判決）等が挙げられる
が、それらはいずれも結論的に原告の請求を認めず、生存権には厳しい判決であった。しかし、近時
では、生存権に深い理解を示す判決も散見されるようになってきた。そこで本章では、生存権をめぐ









福岡地裁（1995［平成 7］年 3月 14日判決）は原告敗訴を言渡したが、福岡高裁（1998［平成 10］
年 10月 7日判決）は一家の生活実態や一般の高校進学率の現状、生活保護世帯の高校進学の困難さ等

















































とした。しかし、名古屋高裁（1997［平成 9］年 8月 8日判決）は、稼働能力活用の機会は存在して
いたし、原告も求職のために真摯な努力をしていたとはいえない旨を判示して、原告逆転敗訴を言渡






















































 個人の尊厳（憲法 13 条）や自由主義（31条、81条等）、民主主義（前文、43 条）を規定した日本
































BI に対する国家レベルでの取り組みとしては、つぎのような具体例がある。すなわち、2016 年 6
月、スイスにおいて、BI導入の是非を問う国民投票が行われ、投票率 46.3%、賛成 23.1%、反対 76.9%
で否決となった。連邦政府自体が、制度導入に必要な巨額の財源の不足と経済競争力の低下、労働意
欲の低下について懸念を表明していたこともあり、スイス国民の支持も広がらなかった（１５）。これに
対して、2017年 1 月、フィンランドが国家レベルではヨーロッパで初めて BIの試験的導入を開始し



















































































































成 27年版の厚生労働白書によれば、2010（平成 22）年の国勢調査において約 1億 2,806万人であった
日本の総人口は、今後、出生数の減少と死亡数の増加により長期的な減少過程に入り、2048（平成 60）
年には 9,913万人と 1億人を割り込み、2060（平成 72）年には 8,674万人になると推計されている。




























 オランダの歴史家でジャーナリストでもあるルトガ ・ーブレグマンは、コンピュータは 2029年まで


































究科紀要『ソシオサイエンス・第 17号』、2011［平成 23］年 3月）、②「生存権（憲法 25条）の法解
釈論―その法的性質を中心にして」（早稲田大学大学院社会科学研究科紀要『社学研論集・第 17号』、
2011［平成 23］年 3月）、③「生存権（憲法 25条）の法的性質論―いわゆる“言葉どおりの具体的権







（４）まず、㋐プログラム規定説は、朝日訴訟（最高裁 1967［昭和 42］年 5月 24日大法廷判決）や






























（６）塩見訴訟・第一審判決（大阪地裁 1980［昭和 55］年 10月 29日判決）や宮訴訟・控訴審判決（東
































































（１５）日本経済新聞・朝刊・2016年 6月 5日付。 
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